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第1章 経営戦略策定の趣旨 

 目的 

流域下水道事業における経営環境は、人口減少等に伴うサービス需要の減少や保有施設の老

朽化に伴う更新需要の増大など厳しさを増しており、不断の経営健全化の取組が求められてい

ます。 

そのような中で、平成27年１月に総務大臣より、地方公営企業法を適用するよう要請があ

り、京都府においても、平成31年４月から地方公営企業法を適用し、公営企業会計を導入し

ました。 

流域下水道事業を将来にわたって、安定的・持続的に経営していくことができるよう、長

期を見据え、10年間の事業実施の方向性と事業の投資規模とともに、財政面からの課題解決

に向けた取組方針を示すため、令和３年３月に「京都府流域下水道事業経営戦略（以下「経

営戦略」という。）」を策定したところです。 

この度、経営戦略の策定から５年が経過したことから、これまでの事業の進行状況を踏ま

え、事業実施の方向性、投資規模及び収支計画について見直しを行いました。 

 

 計画期間 

下水道事業に必要な施設を保有しつつ健全経営を行っていくためには、中長期的な視点に立

ち戦略的な計画を策定することが求められることから、計画期間については令和３年度から令

和 12年度までの 10年間とします。 

 

図 1.1 経営戦略の全体像 

〇雨天時浸入水対策
〇新技術導入、DXの推進
〇省エネルギー対策、GXの推進
〇執行体制・技術力確保(民間活用含む)

〇投資計画を反映した財政計画策定

〇物価上昇の財政計画への反映

財政計画

〇市町負担金等の算定方法見直し
〇資本費負担のあり方
〇運営資金の確保

今後の取組方針
その他の取組

持続的経営に向けた取組投資財政計画の見直し

基本理念「都市の発展と住民生活を支える持続的な京都の下水道」の実現

〇施設増設（木津川流域、呑龍等）

〇改築更新、耐震化・耐水化

毎年平均84億円程度の投資が必要

投資計画
〇府内市町も含めた効率的な事業運営

（コスト縮減、執行体制の確保）

〇汚泥処理の広域化・共同化

広域化・共同化

〇消化ガス発電利用

〇汚泥固形燃料化

〇汚泥の肥料利用

汚泥の有効利用
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 経営戦略の位置づけ 

本経営戦略は、下図に示すとおり、府政運営の指針となる「京都府総合計画」の下、関連する

府の計画や下水道に関する他の総合計画・個別計画等と整合を図りながら取組を進めていきます。 

 

図 1.2 経営戦略と関連計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


